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労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に基づく労使協定 

 

株式会社スタッフサービス（以下「当会社」という。）と当会社労働者の過半数を代表する者は、労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に関し、次の

とおり協定する。 

 

第 １ 条（対象となる派遣労働者の範囲） 

1. 本協定は、当会社と派遣先との労働者派遣契約に基づき派遣先での業務に従事する「エンジニア社員（正社員）就業規則」あるいは「エンジニア社員

（契約社員）就業規則」あるいは「テクニカルスタッフ就業規則」（以下「各就業規則」という）により就業する派遣社員 (全て含めて以下「従業員」

という。）に適用する。  

2. 従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本協定の対象とする。た

だし、待遇決定方式を変更しなければ従業員が希望する就業機会を提供できない場合であって当該従業員から合意を得た場合は、この限りではない。 

3. 当会社は、従業員について、一の労働契約の契約期間中に、特段の事情が無い限り、本協定の適用を除外しないものとする。 

 

第 ２ 条（賃金の構成） 

対象従業員の賃金は、各就業規則の定めによる。 

 

第 ３ 条（比較対象賃金の決定方法） 

1. 対象従業員の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たしたとおりとする。 

(1) 比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金額」は「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律第 30 条の４第１項第２号イに定める「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」」等について」（以下「通達」という。）の

別添２「職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与等の額（時給換算）」の「大分類職種」に該当する各職種に定める額に

「退職給付等の費用の割合」を加算した額とする。 

(2) 地域調整については、派遣先の事業所その他就業の場所に応じて通達の別添３「職業安定業務統計による地域指数」に定める「地域指数」の都道府
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県単位を適用し調整する。なお、調整後の額が最低賃金法の地域別最低賃金または特定最低賃金の額を下回る場合には、地域別最低賃金または特定

最低賃金の額を基準値の額とする。 

 

第 ４ 条（比較対象職務と賃金の関係） 

1. 前条により定めた額との対応関係は、業務遂行上の役割・専門知識・対人対応等を基準として別表に定める。 

2. 従業員を配属する際は、前条により定めた額を下回らない範囲の職務に配属する。 

3. 従業員の職務の内容が同じであったとしても、第７条に基づいて賃金の改善を行う。 

 

第 ５ 条（時間外労働、深夜・休日労働） 

従業員の時間外勤務手当・深夜勤務手当・休日出勤手当は、各就業規則に準じた法律の定めに従って支給する。 

 

第 ６ 条（通勤手当およびその他の手当） 

従業員の通勤手当およびその他の手当は、各就業規則の定めによる。 

 

第 ７ 条（賃金の決定に当たっての評価方法） 

従業員の評価方法は、各就業規則の定めによる。 

 

第 ８ 条（賃金以外の待遇） 

教育訓練（次条に定めるものを除く）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については、会社に雇用される通常の労働者との間において、職務の内容およ

び配置の変更の範囲その他の事情を勘案し、慶弔休暇その他待遇について不合理な相違を生じさせることなく均等・均衡を確保するものとし、各就業規

則に定める。 

 

第 ９ 条（教育訓練） 

労働者派遣法第 30 条の２に規定する教育訓練については、段階的かつ体系的に各就業規則の定めに従って、着実に実施する。 
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第 10 条（その他） 

1. 本協定に定めのない事項については、それぞれの就業規則の定めに準ずる。 

2. 本協定締結後に通達の内容が改定された場合、本協定の該当する条項については、改定後の通達内容による。 

 

第 11 条（有効期間） 

本協定の有効期間は、2024年４月１日から2026年３月31日までの２年間とする。また、既存の「労働者派遣法第30条の４第１項の規定に基づく労使協

定」については、本協定の発効と同時に効力を失うものとする。 
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別表 

［ 業務遂行上の役割・専門知識・対人対応等の基準 ］ 

区分 JG１ JG2 JG3 JG4 

０～１年次の間に相当 ２～４年次の間に相当 ５～９ 年次の間に相当 １０年次以上に相当 

業務遂行 指揮命令者の指示・確認を受

けながら、自ら担当業務に対

し責任をもって遂行する仕事 

指揮命令者の業務目的を理解

し、指揮命令者に報告・相談

しながら自らの仕事のみなら

ず、配属先のメンバーを手助

けしながら進める仕事 

配属先組織の業務目的を理解

した上で、自らの仕事のみな

らず、配属先の業務に対し指

揮命令者に提案や相談をしな

がら進める仕事 

配属先組織のみならず、関連

部署の業務目的も理解しなが

ら、全体最適の観点で指揮命

令者のみならず配属先の責任

者に提案や相談をしながら進

める仕事 

対人対応 業務の担当者として部門内

外、社外の人材との対立意見

の調整や相互理解、信頼関係

構築に努めた交渉、折衝を求

められるレベルの仕事 

配属先部署で未経験者や経験

の浅いメンバーを実質的に指

導し、担当業務の代表者とし

て調整や交渉、折衝を求めら

れるレベルの仕事 

配属先部署での実質的なチー

ムリーダーとして指導や担当

業務の責任者として調整や交

渉、折衝を求められるレベル

の仕事 

配属先部署のチームを実質的

に率いることのみならず、配

属先の部署を実質的に代表し

て、広範囲の調整や交渉、折

衝を求められるレベルの仕事 

専門知識 業務遂行に必要な基本的知識

やスキルを持った上で、指揮

命令者に相談をしながら業務

遂行ができるレベルが求めら

れる仕事 

業務遂行に必要な専門的知識

やスキルの他、関連する知識

やスキルを持ち、配属先メン

バーに助言ができ、指揮命令

者に相談・提案ができるレベ

ルが求められる仕事 

周囲に指導・助言をできる高

度の専門知識やスキルがあ

り、指揮命令者や配属先組織

の責任者に提案・助言ができ

るレベルが求められる仕事 

独立した専門家としての判断

を求められるレベルの仕事 

 


